
富里市シルバー人材センター事業補助金交付要綱 

 

（平成１９年３月３０日告示第８４号） 

 

改正  平成２２年１月２６日告示第１１号  平成２３年３月２９日告示第３８号 

    平成２５年３月２５日告示第５３号  平成２５年４月１日告示第７８号 

    平成２８年３月２９日告示第５０号  平成２９年４月１日告示第４９号 

    平成３０年３月１４日告示第２７号  平成３１年３月１８日告示第５８号 

    令和４年３月１８日告示第３４号  令和５年３月１４日告示第３０号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、定年退職者等の高年齢者の就業機会を確保し、生きがい

の充実、社会参加の推進を図ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象者は、公益社団法人富里市シルバー人材センター（以下「セ

ンター」という。）とする。 

（交付） 

第３条 センターが行う事業に要する経費に対し、富里市補助金等交付規則（平

成１９年規則第１０号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、予

算の範囲内において補助金を交付する。 

 （補助対象経費等） 

第４条 補助の対象となる経費及び補助金額等は、別表のとおりとする。 

 （交付の申請） 

第５条 センターは、規則第５条の規定により補助金の交付申請をしようとす

るときは、補助金等交付申請書を補助事業の着手日の翌日から起算して３０

日以内に市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交

付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、規則第８条の

規定による補助金等交付決定通知書をセンターに通知するものとする。 

 （変更承認申請） 

第７条 センターは、補助金の交付決定後、規則第１４条の規定により、補助

事業等に変更が生じたときは、速やかに補助事業等変更・中止（廃止）承認

申請書を市長に提出しなければならない。 



 （実績報告） 

第８条  センターは、規則第１５条の規定により実績報告をしようとするとき

は、当該年度終了後１か月以内に補助事業等実績報告書を市長に提出しなけ

ればならない。 

（確定通知） 

第９条  市長は、前条の報告を受けて補助金の額を確定したときは、規則第１

６条の規定による補助金等交付確定通知書により、センターに通知するもの

とする。 

 （交付の請求） 

第１０条 センターは、規則第１８条の規定により補助金の交付を請求しようと

するときは、補助金等交付請求書を市長に提出しなければならない。 

 （概算払の請求） 

第１１条 センターは、規則第１９条の規定により補助金の概算払を受けようと

するときは、補助金等概算払（前金払）等交付請求書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

 （補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

 （富里市シルバー人材センター事業費補助金交付要綱の廃止） 

３ 富里市シルバー人材センター事業費補助金交付要綱（平成１０年４月２０

日告示第３６号）は、廃止する。 

   附 則（平成２２年１月２６日告示第１１号） 

 この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２９日告示第３８号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年３月２５日告示第５３号） 

 この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年４月１日告示第７８号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２９日告示第５０号） 

 この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 



附 則（平成２９年４月１日告示第４９号） 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１４日告示第２７号） 

 この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１８日告示第５８号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和４年３月１８日告示第３４号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和５年３月１４日告示第３０号） 

この告示は、公示の日から施行する。ただし、第３４条の規定は、令和５年

４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

対象事業 補助対象経費 補助金額等 

事業費 給料手当 臨時雇賃金 法定福

利費 退職給付費用 福利厚生

費 通信運搬費 消耗品費 修

繕費 印刷製本費 光熱水料費

賃借料 保険料 諸謝金 租税

公課 委託費 訓練委託費 支

払手数料 

補助対象経費総額の２分の

１以内とし、１，０００万

円を上限とする。 
管理費 給料手当 法定福利費 退職給

付費用 福利厚生費 旅費交通

費 通信運搬費 消耗品費 賃

借料 保険料 租税公課 委託

費 支払手数料 

 


